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新
庁
は
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
構
造
改
革
を
目
指
せ

財
政
面
で
は
全
従
業
員
の
所
得
情
報
が
基
盤
に

デ
ジ
タ
ル
化
で
最
適
な
再
分
配
政
策
の
実
現
へ

　
９
月
に
デ
ジ
タ
ル
庁
が
発
足

す
る
が
、
真
の
目
的
は
手
続
き

の
電
子
化
で
は
な
い
。
電
子
化

は
手
段
に
す
ぎ
ず
、
デ
ジ
タ
ル

政
府
を
構
築
す
る
本
当
の
狙
い

は
、
行
政
の
サ
ー
ビ
ス
や
組
織

全
体
の
構
造
転
換
な
ど
を
行

い
、
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
実
現
す
る
こ
と
に
あ
る
。

　
で
は
、
財
政
分
野
で
は
デ
ジ

タ
ル
政
府
の
構
築
で
何
を
目
指

す
べ
き
か
。
財
政
の
３
機
能
は

「
資
源
配
分
」「
再
分
配
」「
経

済
安
定
化
」
だ
が
、
こ
の
論
考

で
は
「
再
分
配
」
機
能
に
注
目

し
て
み
た
い
。

　
そ
も
そ
も
再
分
配
機
能
が
目

指
す
べ
き
は
、
確
実
な
給
付
と

公
平
な
負
担
で
あ
る
。
デ
ジ
タ

ル
技
術
の
活
用
に
よ
り
、
そ
れ

が
よ
り
高
い
精
度
で
実
現
可
能

に
な
り
つ
つ
あ
る
。
そ
の
鍵
を

握
る
の
が「
再
分
配
の
可
視
化
」

「
タ
イ
ム
リ
ー
な
所
得
情
報
の

把
握
」
「
プ
ッ
シ
ュ
型
の
サ
ー

ビ
ス
」
と
い
う
視
点
だ
。

　
再
分
配
の
可
視
化
と
は
何

か
。
そ
も
そ
も
、
我
々
は
再
分

配
の
全
体
像
を
正
確
に
把
握
で

き
て
い
な
い
。
例
え
ば
母
子
家

庭
の
約
５
割
は
貧
困
だ
が
、
生

活
保
護
の
捕
捉
率
は
２
割
程
度

し
か
な
い
と
い
う
研
究
報
告
も

あ
る
。
非
効
率
な
再
分
配
は
増

税
の
賛
否
に
も
影
響
を
及
ぼ
す

が
、
真
に
救
う
べ
き
人
々
が
救

済
で
き
な
い
一
方
、
無
駄
な
給

付
も
多
い
こ
と
は
、
し
ば
し
ば

議
論
に
な
る
。

　
例
え
ば
、
経
済
協
力
開
発
機

構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
の
「
格
差
は

拡
大
し
て
い
る
か
」
と
い
う
報

告
書
で
下
位

％
の
低
所
得
層

に
対
す
る
所
得
再
分
配
を
２
０

０
０
年
半
ば
で
国
際
比
較
（
表

参
照
）
し
て
い
る
が
、
日
本
の

再
分
配
は
格
差
社
会
で
あ
る
米

国
並
み
で
し
か
な
い
。
給
付
と

負
担
の
差
額
を
み
る
と
、
低
所

得
層
へ
の
再
分
配
は
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
が
５
・
８
％
で
あ
る
の

に
対
し
、
日
本
２
％
、
米
国
１

・
９
％
と
な
っ
て
い
る
。

　
理
由
は
２
つ
あ
る
。
ま
ず
、

家
計
全
体
が
政
府
か
ら
受
け
取

る
現
金
給
付
の
総
額
で
は
、
日

本
の
値
（

・
７
％
）
は
豪
州

（

・
３
％
）
以
上
だ
。
と
こ

ろ
が
移
転
総
額
の
う
ち
、
低
所

得
層
に
配
分
す
る
割
合
は
豪
州

が

・
５
％
で
あ
る
の
に
対
し

日
本
は

・
９
％
し
か
な
い
。

　
ま
た
、
家
計
全
体
が
政
府
に

支
払
う
税
金
や
社
会
保
険
料
の

総
額
で
は
、
日
本
の
値
（

・

７
％
）
は
豪
州
（

・
４
％
）

並
み
で
あ
る
。
だ
が
、
支
払
総

額
の
う
ち
低
所
得
層
が
負
担
す

る
割
合
は
日
本
が
６
％
で
あ
る

の
に
対
し
、
豪
州
は
０
・
８
％

し
か
な
い
。
豪
州
の
再
分
配
は

本
当
の
困
窮
者
に
集
中
投
下
す

る
仕
組
み
だ
が
、
日
本
は
非
効

率
な
再
分
配
を
し
て
い
る
こ
と

に
な
る
。
こ
の
再
分
配
の
ゆ
が

み
を
改
善
す
る
に
は
、
リ
ア
ル

な
所
得
デ
ー
タ
で
再
分
配
の
全

体
像
を
可
視
化
す
る
必
要
が
あ

る
。
そ
の
基
盤
の
一
つ
が
タ
イ

ム
リ
ー
な
所
得
情
報
の
伝
達
を

可
能
と
す
る
、
税
務
執
行
の
デ

ジ
タ
ル
化
な
の
で
あ
る
。

　
４
月
ご
ろ
に
政
府
が
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
危
機
で
一
時
検

討
し
た
、
所
得
に
よ
る
条
件
付

き
の
現
金
給
付
も
そ
う
だ
が
、

日
本
で
的
確
か
つ
迅
速
な
給
付

が
で
き
な
い
最
大
の
理
由
は
、

国
民
の
再
分
配
前
の
所
得
情
報

を
タ
イ
ム
リ
ー
に
把
握
す
る
手

段
が
な
い
た
め
だ
。

　
例
え
ば
英
国
で
は
税
の
デ
ジ

タ
ル
化
を
進
め
て
お
り
、

年

以
降
、
給
与
所
得
者
の
所
得
税

に
関
す
る
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
情

報
化（
Ｒ
Ｔ
Ｉ
）を
実
現
し
た
。

英
国
で
は
日
本
の
源
泉
徴
収
制

度
に
類
し
た
仕
組
み
が
あ
り
、

歳
入
関
税
庁
（
日
本
の
国
税
庁

に
相
当
）
公
認
の
ソ
フ
ト
を
用

い
て
、
給
与
が
従
業
員
に
支
払

わ
れ
る
た
び
に
、
雇
用
主
は
給

与
支
払
報
告
を
歳
入
関
税
庁
に

伝
達
す
る
。

　
豪
州
も
給
与
支
払
い
の
リ
ア

ル
タ
イ
ム
情
報
制
度
（
Ｓ
Ｔ
Ｐ

従
業
員

人
以
上
で
強
制
適

用
）
を

年
か
ら
導
入
し
て
い

る
。
国
税
庁
の
発
案
で
ソ
フ
ト

ウ
エ
ア
企
業
と
も
協
力
し
て
開

発
し
た
。
今
後
は
全
雇
用
主
へ

の
義
務
化
も
検
討
中
だ
。

　
タ
イ
ム
リ
ー
な
所
得
情
報
は

公
平
な
負
担
の
実
現
と
同
時

に
、
再
分
配
政
策
で
も
威
力
を

発
揮
す
る
。
そ
の
一
例
が
コ
ロ

ナ
禍
で
の
現
金
給
付
だ
。
タ
イ

ム
リ
ー
な
所
得
情
報
が
あ
れ

ば
、
「
急
激
に
所
得
が
落
ち
込

ん
だ
人
々
に
限
定
し
て
給
付
」

可
能
だ
。こ
の
情
報
が
な
い
と
、

「
一
律
給
付
」す
る
し
か
な
い
。

　
前
者
は
所
得
の
少
な
さ
に
応

じ
て
給
付
が
受
け
ら
れ
る
①
負

の
所
得
税
、
後
者
は
②
ベ
ー
シ

ッ
ク
イ
ン
カ
ム
（
最
低
所
得
保

障
）
に
近
い
。
事
後
的
な
課
税

を
行
え
ば
理
論
的
に
①
と
②
は

同
じ
再
分
配
が
可
能
だ
が
、
給

付
対
象
は
②
が
全
国
民
で
あ
る

一
方
、
①
は
低
所
得
層
に
限
定

さ
れ
る
た
め
、
課
税
で
賄
う
財

源
は
①
の
方
が
②
よ
り
も
ず
っ

と
少
な
い
。

　
課
税
は
ど
ん
な
形
で
も
経
済

の
効
率
性
を
阻
害
し
、
死
重
損

失
（
資
源
配
分
の
ゆ
が
み
）
を

生
じ
る
。
一
般
に
そ
の
損
失
は

税
率
の
２
乗
に
比
例
す
る
。
例

え
ば
、
②
で
１
億
人
に
年
間
１

０
０
万
円
を
配
る
に
は
１
０
０

兆
円
（
消
費
税
な
ら
１
％
増
税

で
２
・
５
兆
円
の
増
収
と
し
て

増
税
幅
は

％
）
の
財
源
が
必

要
で
、
そ
の
損
失
は
「
定
数
×

％
の
２
乗
」
だ
。
し
か
し
、

①
で
人
口
１
割
に
配
る
だ
け
な

ら
、
財
源
は

兆
円
（
増
税
幅

は
４
％
）
で
損
失
は
「
定
数
×

４
％
の
２
乗
」
で
済
む
。

　
た
だ
し
①
の
実
現
に
は
正
確

な
所
得
情
報
が
不
可
欠
で
、
従

来
の
ア
ナ
ロ
グ
型
政
府
で
は
限

界
が
あ
っ
た
。
と
は
い
え
、
給

与
所
得
以
外
の
報
酬
や
金
融
所

得
な
ど
で
も
源
泉
徴
収
を
行
っ

て
い
る
日
本
で
は
、
さ
ら
に
源

泉
徴
収
の
適
用
範
囲
を
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
マ
ー
な
ど
に
拡
大
し

て
Ｒ
Ｔ
Ｉ
や
Ｓ
Ｔ
Ｐ
類
似
の
仕

組
み
を
整
え
れ
ば
、
状
況
を
一

変
で
き
る
。
事
業
所
得
も
、
ク

ラ
ウ
ド
会
計
の
導
入
や
消
費
税

の
申
告
情
報
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム

化
・
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
で
、
よ

り
迅
速
に
把
握
で
き
よ
う
。

　
こ
の
ほ
か
資
産
の
把
握
も
重

要
な
課
題
だ
が
、
ま
ず
は
タ
イ

ム
リ
ー
な
所
得
情
報
を
集
め
れ

ば
、
給
付
要
件
に
合
致
す
る
人

々
に
漏
れ
な
く
迅
速
に
給
付
で

き
る
。
容
易
に
想
像
で
き
る
だ

ろ
う
が
、
こ
れ
は
社
会
保
障
の

領
域
で
最
も
生
き
て
く
る
。
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
が
ち
ゃ
ん
と
機
能

し
て
い
れ
ば
、
行
政
が
利
用
者

に
と
っ
て
最
も
適
切
な
タ
イ
ミ

ン
グ
で
、
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
個
別
に
通
知
で
き
る
。

　
実
現
に
は
、
利
用
者
で
あ
る

国
民
の
多
数
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「
マ
イ
ナ

ポ
ー
タ
ル
」
に
必
要
な
情
報
を

事
前
登
録
し
て
も
ら
い
、
銀
行

口
座
と
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
ひ
も

付
け
を
行
う
必
要
も
あ
る
。

　
税
や
社
会
保
障
で
は
、
制
度

改
正
し
て
も
、
受
け
取
れ
る
給

付
や
減
税
を
気
づ
か
ず
に
い
る

場
合
も
多
い
。
事
前
登
録
し
て

い
れ
ば
、
社
会
保
障
関
係
の
給

付
や
税
制
上
の
還
付
を
含
め
、

申
請
漏
れ
で
本
来
受
け
取
れ
る

手
当
を
受
給
し
損
ね
る
事
態
も

回
避
で
き
る
。
こ
れ
は
デ
ジ
タ

ル
政
府
が
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ

ト
（
安
全
網
）
と
し
て
機
能
す

る
こ
と
も
意
味
す
る
。

　
そ
の
究
極
の
姿
が
、
政
府
が

国
民
の
個
人
ア
カ
ウ
ン
ト
と
直

接
つ
な
が
る
プ
ッ
シ
ュ
型
の
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
行
政
サ
ー
ビ
ス
で

あ
る
。
た
だ
し
、
実
現
に
は
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
利
用
率
を
９

割
超
ま
で
増
や
す
必
要
が
あ

る
。
政
府
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ

ー
ド
を
健
康
保
険
証
や
運
転
免

許
証
と
し
て
も
利
用
で
き
る
仕

組
み
を
推
進
中
だ
が
、
公
務
員

に
ポ
ー
タ
ル
利
用
を
義
務
付
け

る
と
同
時
に
、
強
力
な
政
策
誘

導
手
段
が
必
要
と
な
ろ
う
。

　
い
ま
多
く
の
従
業
員
の
税
・

保
険
料
の
支
払
い
は
企
業
な
ど

が
代
行
し
て
い
る
が
、
マ
イ
ナ

ポ
ー
タ
ル
の
外
部
サ
イ
ト
連
携

機
能
を
活
用
す
れ
ば
、
給
与
明

細
は
ポ
ー
タ
ル
上
で
確
認
で
き

る
。
企
業
が
給
与
明
細
と
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
を
デ
ー
タ
連
動
し

た
場
合
や
、
上
場
会
社
が
財
務

諸
表
で
そ
の
旨
を
開
示
し
た
場

合
、
５
年
程
度
の
時
限
で
、
法

人
税
率
の
１
〜
２
％
引
き
下
げ

や
、
経
費
の
税
額
控
除
な
ど
の

優
遇
策
も
検
討
で
き
よ
う
。

　
最
適
な
再
分
配
と
格
差
是
正

を
目
指
し
、
政
府
に
は
デ
ジ
タ

ル
庁
ひ
い
て
は
デ
ジ
タ
ル
政
府

の
実
現
を
通
じ
て
、
新
た
な
再

分
配
政
策
や
社
会
保
障
へ
の
道

筋
を
切
り
開
く
こ
と
を
望
む
。

　おぐろ・かずまさ　
年生まれ。一橋大博

士（経済学）。財務省
などを経て現職。専門
は公共経済学
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所得のリアルタイム把握を


